
第55回サステナビリティ基準委員会（SSBJ）
での審議の概要

2025年7月29日開催

2025年7月31 日

第55回の審議では、ISSB公開草案「『SASB スタンダード』の修正案」及び「『IFRS S2 号の適用に関する産業別ガイダンス』の

修正案」への対応などについて審議が行われました。また、サステナビリティ関連情報のアップデートとして、2025年7月17日に公

表された「金融審議会 サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グループ中間論点整理」などについて、

金融庁より説明がなされ、意見交換が行われました。

【第55回SSBJで審議された事項】

審議事項

(1) サステナビリティ基準諮問会議からの報告（審議事項C1）

(2) サステナビリティ関連情報のアップデート（参考資料2、2-1～2-11）

(3) ISSB 公開草案「『SASB スタンダード』の修正案」及び「『IFRS S2 号の適用に関する産業別ガイダンス』の修正案」への対

応（審議事項B4、B4参考2-1～2-4）

報告事項

(1) ISSB 公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正－IFRS S2 号の修正案」への対応（報告事項B2-1、B2-2、B2-

1参考）

審議事項

(1) サステナビリティ基準諮問会議からの報告（審議事項C1）

Iサステナビリティ基準諮問会議の岸田議長より、2025 年7月16日に開催された第10回サステナビリティ基準諮問会議の

概要について、報告がなされ、審議が行われました。

(2) サステナビリティ関連情報のアップデート（参考資料2、2-1～2-11）

金融庁企画市場局企業開示課高木課長補佐より、金融審議会「サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関する

ワーキング・グループ」（第7回及び第8回）並びに「サステナビリティ情報の保証に関する専門グループ」（第4回）における

審議の状況について説明がなされました。また、2025年7月17日に公表された「金融審議会 サステナビリティ情報の開示と

保証のあり方に関するワーキング・グループ中間論点整理」についての説明がなされ、意見交換が行われました。
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(3) ISSB公開草案「『SASB スタンダード』の修正案」及び「『IFRS S2 号の適用に関する産業別ガイダンス』の修正案」への対応

（審議事項B4、B4参考2-1～2-4）

国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」という）から、2025年7月3日に公開草案「『SASBスタンダード』の修正案」

及び「『IFRS S2号の適用に関する産業別ガイダンス』の修正案」（以下これらをあわせて「本公開草案」という）（コメント

期限：2025年11月30日）が公表されました。SSBJ事務局より、本公開草案の概要及びSSBJにおける検討アプローチ

（案）（※1）について説明がなされ、審議が行われました。

（※1）検討アプローチ（案）として、SSBJ事務局より以下の方向性が示されています（詳細は審議事項B4参照）。

⚫賛否に関わらず、SSBJとしてISSBにコメントを提出する

⚫その際、SSBJから提出するコメントは、基準設定主体の立場からコメントできる範囲でのコメントとすることが考え

られる

【審議結果】

審議の結果、検討アプローチ（案）について事務局の提案が基本的に支持されました。

報告事項

(1) ISSB 公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正－IFRS S2 号の修正案」への対応（報告事項B2-1、B2-2、参

考資料B2-1）

川西委員長より、ISSB 公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正－IFRS S2 号の修正案」のコメント・レターの提

出について、報告が行われました。

以上

参  考    ： 第55回サステナビリティ基準委員会の概要｜サステナビリティ基準委員会

関連記事： 第54回サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要

第53回サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要

第52回サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要
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サステナビリティ開示・保証の最新動向

日本・ヨーロッパ・南北アメリカ・アジアパシフィックにおけるサステナビリティ開示・保証の規制に関する  

最新動向を取りまとめています。

https://www.ssb-j.jp/jp/domestic_standards/proceedings-ssbj_2/y2025/2025-0729.html
https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone1/jp/ja/docs/services/audit-assurance/2025/jp-crd-japan20250618.pdf
https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone1/jp/ja/docs/services/audit-assurance/2025/jp-crd-japan20250603.pdf
https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone1/jp/ja/docs/services/audit-assurance/2025/jp-crd-japan20250521.pdf
https://www.deloitte.com/jp/ja/services/audit/perspectives/newsletter.html
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http://www.bsigroup.com/clientDirectory

http://www.deloitte.com/jp/audit
https://www.deloitte.com/jp
https://www.deloitte.com/jp/about
https://www.deloitte.com/
http://www.bsigroup.com/clientDirectory

	スライド 1: 第55回サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要
	スライド 2
	スライド 3

